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１．はじめに 

沖縄県の離島港湾において、令和 2 年の

台風 10 号によって写真-1 に示す臨港道路

が被災した。当報文では、災害復旧事業に

おける測量、設計業務の事例で、DX(Digi-

tal Transformation)の観点から業務を進

めた事例を報告し、今後の課題について考

察した。 

 

写真-1 被災した臨港道路 

 

２．社会背景 

DX とは「デジタルを活用して会社やビ

ジネス、製品やサービス、業務プロセス、

組織・制度、企業文化を変革し企業の競争

力をつけること」である。 

2018 年に経済産業省は「デジタルトラ

ンスフォーメーションを推進するためのガ

イドライン」を策定し、具体的なアクショ

ンプランを提示し、経営者・担当者が DX

を推進しやすくなる方法を解説している。 

これは、日本企業において多くの経営者

が DX の必要性を認識し、DX を進める取組

がされているものの、実際のビジネス変革

には繋がっていないという状況が多くの企

業に見られるといった社会背景が存在し、

我が国の社会経済活動において重要な課題

となっている。 

 

３．業務の背景および課題 

3.1 被災した臨港道路の経緯 

対象港湾は、沖縄本島の東方海上約

360km に位置し、図-1 に示すとおり島の周

囲には厚さが数百～1,000m にもなる石灰

岩がせり上がった地形をしている。そのた

め、島のすぐ沖合で 1,000m 以上もの水深

となり、急な海底勾配の影響で沖合の波が

増大して襲来するという特徴がある。 

 

図-1 島の形状 

対象の臨港道路は、写真-2 に示すとお

り 2009 年にも同様の被災が生じている。

今回の台風による被災箇所、被災範囲も概

ね同程度となっているおり、復旧後わずか

10 年で再被災した状況にあるため、再被

災を防止することが課題であった。 

被災範囲 
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写真-2 2009 年の被災状況 

 

3.2 災害復旧事業 

図-2 に示すうち、当災害復旧事業は補

助事業に該当し、原形復旧が原則である。 

 

図-2 災害復旧事業一覧表 

また、災害復旧事業は図-3 に示すとお

り 3 年以内に完了させる必要があり、一般

的に災害査定までに 2～3 カ月で完了させ

る必要があった。 

 

図-3 災害復旧事業実施フロー 

以上から、限られた期間において事業の

基本原則に準じた効率的な業務プロセスが

課題であった。 

 

４．測量業務における DX の推進 

4.1 現状と問題および課題 

本業務は、約 1 ヶ月と短い期間で測量作

業を実施し、災害査定設計書を提出する必

要があった。従来の現地測量と路線測量を

実施する場合(2009 年度業務)、1 回目の出

張で現地測量を実施し、戻って現地測量成

果を基に設計が線形を検討した後、2 回目

の出張で、路線測量と船溜まりの追加現地

測量を実施した。なお、線形変更が必要と

なった場合には、再度、現地にて路線測量

を実施しなければならない。 

 

写真-3 現地測量作業状況 

 

4.2 課題解決の方針 

従来の現地測量および路線測量では時間

を要するため、現場作業の効率化を図るう

えで UAV 写真測量およびマルチビーム深浅

測量の実施を計画した。 

また、TREND-POINT(3 次元点群データ)

を活用して平面図および縦横断図を作成す

ることで、線形変更しても縦横断図の作成

が可能となる。 

被災範囲 
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図-4 UAV 写真測量飛行計画図 

 

4.3 具体的な実施事項 

UAV 写真測量およびマルチビーム深浅測

量を実施し、解析結果の 3 次元点群データ

を基に平面図および縦横断図を作成した。 

 
図-5 3 次元点群データ 

本業務は、BIM/CIM を活用した業務では

なかったため、3DCAD の 3D モデルから 2

次元平面図への編集が必要となった。 

3D モデル(3 次元点群データ)では、構造

物等の変化点がわかりづらいため、構造物

等の変化点を補足測量として現地測量を実

施した。 

 

図-6 3DCAD(TREND-POINT) 

4.4 効果および考察 

UAV 写真測量およびマルチビーム深浅測

量の現地作業から TREND-POINT(3 次元点群

データ)を活用して平面図および縦横断図

を作成するまで約 1 週間で成果を設計へ提

出することができた。 

従来の測量と比較した結果を次に示す。 

表-1 作業数量比較表

 
作業日数を 21 日短縮し、現場作業人数

2 人分のコスト縮減することができた。 

今後、業務の作業内容によっては、現場

作業の効率化を考慮して発注者へ UAV 写真

測量およびマルチビーム深浅測量を計画し

提案する必要がある。 

 

５．設計業務における DX の推進 

5.1 現状と問題および課題 

前述のとおり、対象の臨港道路は図-7

に示す構造で約 10 年前に復旧したが、再

被災している状況にある。 

 

図-7 被災前の臨港道路の標準図 

10.000

5.000

8629

i=2.00%

t=10cm

張コンクリート-2

i=2.00%
5

i=2.00%

コンクリート舗装
(曲げ強度4.5N/mm) t=15cm

捨コンクリート t=30cm
18-20-8

溶接金網(D6 150*150)

皿型側溝

補強筋 D25

特殊凝固剤

中詰工
雑石(5～200kg内外)

750 2250

6250

5500 7503250

6250

700700 7929

21129

：中詰工(雑石5～200㎏内外)

3



 

また、写真-4 に示す被災状況から、波

浪等によってコンクリート舗装が破壊さ

れ、中詰した石材が流出していることが推

定され、中詰工の改良が必要と考えた。 

 

写真-4 被災状況 

しかし、災害復旧の原則は原形復旧であ

ることから、今回も過去と同様の構造で復

旧した場合は、将来的に再々被災するリス

クを有することが問題点であった。 

 

5.2 課題解決の方針 

写真-5 に示すとおり、他事業での経験

から、対象港湾では中詰材をコンクリート

と石材で混合し、強固な構造に改良するこ

とが有効な方法となっている。 

しかし、離島のためコンクリートは 47

千円/m3 と高額であり、原形復旧に比べて

約 23,000 千円/式と割高で、中詰工を改良

する必要性を定量的に評価することが求め

られた。 

 

写真-5 他事業における中詰工の改良状況 

一方で、対象港は特殊な環境であるた

め、強い外力が複雑に作用し、これまでは

被災メカニズムを定量的に示すことが課題

であった。 

そこで、当該業務においては測量成果で

あるの 3 次元点群データ、台風時の動画デ

ータ等を用いて被災状況を分析した。 

また、分析結果から被災メカニズムに近

い照査式を準用し、定量的に評価すること

とした。 

 

5.3 具体的な実施事項 

写真-6 に示すようにスマートフォンの

普及により、地元住民が台風時の動画を撮

影していた。 

また、YouTube のような動画共有プラッ

トフォームが普及した効果により、マスメ

ディアが撮影した動画の情報を容易に取集

することが可能であった）。 

 

写真-6 台風時の現地状況(地元住民) 

収集した台風時の動画や、写真-7 に示

す被災範囲、コンクリート殻等の集積状況

から、臨港道路側の地山を大きく越流した

状況に着目した。 

また「港湾の施設の技術上の基準・同解

説(平成 30 年版)」から、図-8 に示す津波

越流に対する安定照査方法を用いること

で、被災メカニズムを定量的に評価するこ

とが可能ではないかと考えた。 

被災箇所  
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写真-7 現地状況から推計した被災メカニズム 

 

 

図-8 津波越流に対する安定照査方法 

以上から、当災害が発生したメカニズム

として、図-9 に示すように台風時の越流

や漂流物の影響でコンクリート舗装が破

損、中詰め材が流出したため、被災範囲が

拡大していたったものと推定した。 

 

図-9(1) 被災メカニズム 

 

図-9(2) 被災メカニズム 

また、津波越流に対する安定照査式を用

いるため、波浪変形計算を実施のうえ到達

した波高を算定し、写真-8 および図-10 に

示す越流の状況を再現した。 

 

写真-8 越流状況を示す断面の位置 

 

図-10 台風時の越流状況の再現図(A-A) 

 

さらに、表-2 の上段に示すとおり、コ

ンクリート舗装が目地部を境界に破損して

いる状況から被覆ブロックとして仮定した

場合、必要重量は大幅に不足したと判定し

た。 
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復旧方法は、図-11 に示すとおり、既往

の知見を参考に中詰工には、石材 50％、

コンクリート 50％を用いて改良すること

とした。 

また、表-2 下段に必要重量の算定結果

を示すとおり、再々被災を防止するための

必要最小限の改良であることを提示した。 

 

 
図-11 復旧方法の標準図 

表-2 必要重量の算定結果の比較 

対象 

必

要

重

量 

- Co 舗装重量 評価

被災時 
437

t 
＞

39t/枚 

(t=0.45m) 

重量

不足

復旧後 

(改良後)

437

t 
＜

492t 

(平均 t=1.35m) 

重量

満足

 

5.4 効果および今後の課題 

台風時の動画によって、波浪の状況を目

視把握できた。これにより、津波越流の安

定照査方法を準用することができ、被災メ

カニズムと中詰工の改良の効果を定量的に

説明することができた。 

また、査定官との事前の打合せにおいて

は、動画、空中写真、点群データ提供する

ことで、査定官が現地状況を詳細に把握す

ることが可能となり、設計の意図を説明し

やすく、合意形成が図りやすくなった。 

以上から、設計業務における DX 化の効

果としては、これまでは解明することが困

難であった被災メカニズムの定量的評価、

関係者との情報の共有化による業務効率の

向上であったと考える。 

一方、測量業務の成果である三次元点群

データは十分に活用できておらず、例え

ば、図-12 のような復旧後の三次元データ

の作成によって、比較的単純な道路設計の

効率化、二次元図面や数量計算書の作成の

自動化、完成イメージの共有化が進むと考

えられるため、BIM/CIM の促進が課題と考

える。さらに今後は、RPA（Robotic Proc-

ess Automation）等の技術を用いて、簡単

な比較検討等のルーチン化された定型業務

を自動化していくことも課題であると考え

る。 

 

 

図-12 三次元データの作成イメージ 

 

６．災害査定における DX の推進 

6.1 現状と問題および課題 

通常、災害発生から 2～3 ヶ月以内に現

地にて災害査定を行わなければならない。

しかし、新型コロナウイルス感染症緊急事

態宣言（以下、緊急事態宣言）が発出され

たことにより査定官の行動が制限され、現
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地への移動ができなくなったことが問題と

なった。 

査定日を緊急事態宣言解除後まで延期す

る場合、①緊急事態宣言の解除時期が不透

明であること、②災害復旧事業における災

害査定後の工程を圧迫することが考えられ

る。よって、査定日を緊急事態宣言解除後

まで延期することなく災害査定を実施する

ことが課題となった。 

 

6.2 課題解決の方針 

新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、新たな働き方としてテレワーク、リモ

ートワークが浸透してきた背景もあり、写

真-9 および写真-10 のように Web 会議シス

テム（Skype や Zoom 等）を用いたリモー

トによる災害査定を行うこととした。 

 

写真-9 リモートによる災害査定 

 

写真-10 リモートによる災害査定（他県の事例） 

 

6.3 具体的な実施事項 

リモートによる災害査定では、査定官が

現場状況を把握できなければ理解が得られ

にくくなる可能性がある。そのため、現場

踏査や UAV 写真測量にて撮影した動画、空

中写真を提示した。 

また、災害査定当日に数人を現場に配置

し、写真-11 のように通常の災害査定と同

様の準備を行い、査定中いつでも現場状況

を中継できるような体制をとった。 

 

写真-11 災害査定の現場対応状況 

 

6.4 効果および今後の課題 

リモートによる災害査定によって現場に

行く必要がなくなり、当初 1 泊 2 日の日程

の予定が、3 時間程度まで災害査定時間を

短縮することができた。また、設計担当者

が事務所で災害査定の対応ができるため、

災害査定後の図面、数量修正作業に取り掛

かりやすくなるという効果が得られた。 

以上から、災害査定における DX 化の効

果としては、日程の短縮や移動費等のコス

ト縮減、さらには災害査定後の迅速な対応

による業務効率の向上であったと考える。 

一方、災害査定会場のセッティングに時

間を要したこと、また、災害査定中のハウ

リングや同時発言による会話のずれや中断

が度々あったことから、Web 会議システム

への対応が課題であると考える。 
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７．今後の課題 

今後の課題として、以下の点が考えられ

る。 

①測量業務においては、UAV 写真測量およ

びマルチビーム深浅測量を計画し、有効

性を説明し発注者の理解を得る。 

②設計業務においては、BIM/CIM を推進

し、点群データを活用した図面・数量計

算の自動化、業務の効率化に取り組む。

また、RPA 等の技術による定型業務の自

動化に取り組む。 

③災害査定や打合せにおいて Web 会議シス

テムを積極的に活用し、業務プロセスの

向上を図るとともに、Web 会議システム

の高度化を推進する。 

 

８．おわりに 

当報文では、災害復旧業務を題材として

DX の推進の観点から、業務のプロセスを改

善していけるかを考察した。 

今後の課題において示したとおり、改善

が必要な項目も多数考えられるため、日頃

から継続的に取り組むことが重要だと考え

る。 

また、今後は社会全般が DX 化に向けて取

り組むことが想定されるため、異業種との

交流・提携を加えながら、建設コンサルタ

ントにおける更なるイノベーションを推進

する必要があると考える。 
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